










































































られた，地域在住高齢者 515人（男性 245人，女性 270人）の横断データを用いた。身体
機能は，握力（上肢筋力），5回椅子立ち上がり時間（下肢筋力），timed up and go（起居
動作能力），通常歩行速度（歩行能力）を用いて評価した。近隣環境は，地理情報システム






課題 1 および課題 2 の成果を活用し，高齢者が身体機能を維持するのに有効な近隣環境
を地図上に「見える化」するセーフティマップの作成を試みた。茨城県笠間市在住の地域在
住高齢者 7,374人（男性 3,487人，女性 3,887人）を対象とした。笠間市を 1 km四方のエ
リアに区切り，そのエリア内の生活関連施設，医療施設（病院・診療所），レクリエーショ
ン施設（体育施設，公園，公立学校），公民館の数に基づく近隣環境得点を算出し，エリア
内に住む者に得点を割り当てた。身体機能は基本チェックリストを用いて，調査時点および
1年後の二次予防事業対象者（運動器の機能向上プログラム）の該当の有無について評価し
た。横断データを用いて分析をおこなった結果，後期高齢者はセーフティマップで示される
近隣環境得点が高くなるほど二次予防事業対象者の数は減少する傾向が認められた。しか
しながら，前期高齢者および縦断データを用いた検討においてこの傾向は確認できなかっ
た。 
 
【結語】 
本博士論文では，地理情報システムを用いて高齢者の身体機能の維持に関連する近隣環
境について検討することを目的とした。また，得られた結果から，身体機能低下予防のため
のセーフティマップの作成を試みた。課題を遂行していく中で，公民館や病院の立地状況が
自治体における介護予防事業下の運動器の機能向上プログラム，ならびに介護予防運動の
実施状況と関連していることが明らかとなった。また，多少の性差が見られたものの，概ね
生活関連施設，公民館，医療施設，レクリエーション施設が充実している地域の高齢者は，
身体機能を良好に維持していることが示された。そして，これらの結果を活用してセーフテ
ィマップを作成したところ，近隣環境が良好な地域では，身体機能の低い後期高齢者が少な
い傾向にあった。本研究の成果は，高齢者の介護予防のためのまちづくりを進めるため，ま
た地域における介護予防事業の円滑かつ効果的な運営をおこなうにあたり，貴重な研究資
料として活用されるであろう。 
